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研究成果の概要（和文）：東日本大震災の経験やその前後での食品関連企業等の動向を分析することにより、効率性と
頑強性の両方を持ったフードシステムのあり方を検討した。その結果、①リスク回避の基本となる分散化は頑強なフー
ドシステムの構築においても基本となり、また、分散化した物流センターによるネットワークが、頑強性と効率性の両
立に有効であること、②頑強性を持つ個人商店等は頑強性を持つが、量的に十分な効果を発揮できないこと、③加工食
品や中食製造を行っている大規模農業法人経営は、効率性と頑強性の両面で期待できること、④各種の在庫や地域内で
供給される飼料米などは、頑強性という視点で再評価されるべきであること、などが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：By analyzing the trend of food-related companies in the experience and the before 
and after of the Great East Japan Earthquake, we examined the role of food system with both efficiency 
and robustness.
The main results are as follows: 1) The diversification, which has been fundamental device for risk 
aversion, also becomes fundamental method for the robust food system. And also, logistics centers can 
work as a network to achieve both of robustness and efficiency; 2) Small-scale system of individual shops 
with a robustness, can only achieve a very limited effect in terms of quantity; 3) Large-scale 
agricultural corporations with processing facilities for processed foods and cooked-meals are expected to 
play an important role to construct an efficient and robust food system; 4) Inventories, rice-feed or 
other staffs that have been regarded as redundant should be re-evaluated from the view-point of 
constructing efficient and robust food system.
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１．研究開始当初の背景 
 日本の食料供給システムは、食材生産を担
う農畜水産業、加工食品の製造を担う食品工
業、生鮮食料品及び加工食品の流通を担う食
品流通業、飲食店サービス等を含む外食産業
から構成され、各産業とその内部に属する企
業は市場でのスポット的な取引のみならず、
継続的な関係も構築しながら、フードシステ
ムとして発展してきた。その中では、ICT技
術の活用などもあって、効率的な経済活動が
行われていた。国際的に見れば、スケールメ
リットに恵まれた農業生産や週末の大量購
入という消費者行動を背景に、より生産性や
効率性の高いフードシステムを構築してい
る国はあるが、日本のフードシステムもかな
りの効率性を発揮してきた。 
平常時には効率性を追求することが望ま
しいフードシステムのあり方であったが、災
害発生時などの異常事態に直面した時には、
そのような状況でも食料供給のシステムが
機能するかどうかが問われることになる。そ
のことを痛感させたのが、2011 年 3 月に発
生した東日本大震災であった。東日本大震災
の直後に、東北地方の被災地を中心にフード
システムが大混乱に陥り、しかし大混乱の中
でもそれなりに食料供給の役割を果たして
きた。 
このことからフードシステムには、平常時
には効率性、異常事態発生時には頑強性が求
められると考えられた。 
 
２．研究の目的 
 上記のように、異常事態や緊急時には脆弱
性を示した日本のフードシステムの弱点を
克服して頑強性のあるフードシステムを構
築するためには何が求められるのか、また、
平常時に求められる効率性と緊急時に求め
られる効率性をいかにして両立させ、望まし
いフードシステムを構築していくか、を検討
することを本研究の目的として設定した。 
 
３．研究の方法 
 フードシステムの対象領域は幅広いので、
大きく二つの視点から問題を整理した。 
 第 1は、従来の効率的なフードシステムが
内在していた脆弱性を明らかにするという
視点である。典型的には、スーパーマーケッ
ト等の大型量販店につながる部分で見られ
るような高度にシステム化されたフードシ
ステムは、少なくとも震災前までは効率性を
重視して整備されてきた。効率性を重視した
ために頑強性という点で軽視されてきた物
があるのではないかという問題意識である。 
 第 2に、逆に、従来は効率的とは思われず、
時代と共に淘汰されるものとして考えられ
てきたフードシステムに、実は頑強性を持っ
ているのではないかという視点である。これ
は、例えば個人商店のような非効率的だとみ
られていた組織が緊急時には意外なほどに
機能した面があるのではないか、という問題

意識に基づくものである。個人商店以外でも、
一見すると非効率に見える仕組みの中に頑
強性に連なる要素が内在している可能性は
大きいと考えた。 
 また、フードシステムという言葉で括られ
る範囲は広いために焦点を絞らざるをえな
いことと、広い領域について多くの調査研究
がなされ、多くの情報が利用可能な形となっ
ていることを考慮する必要があると考えた。
また、東日本大震災や阪神・淡路大震災の経
験から、被災地域の立地条件の違いや、被災
後の時間経過によって、問題の状況が変わっ
てくることにも留意しなければならないと
考えた。 
 以上のようなことを総合的に考慮し、文献
サーベイ、文献のメタ調査、聞き取り調査な
どの手法により、(1)フードシステムの頑強
性と効率性に関わる文献・資料により、紹介
事例やデータをできる限り収集・整理し、(2)
効率性を重視して整備されてきたスーパー
マーケットチェーンなどを対象に、効率性が
象徴的に示されている物流の仕組みを中心
に、効率性と頑強性の両面から、震災の前後
での動向の変化を明らかにし、(3)個人商店
などの頑強性が発揮されたと考えられる事
例などを対象に、効率性と頑強性が両立する
条件を明らかにすることとした。 
なお、当初は、AHP などのオペレーション
ズリサーチの手法により、効率性と頑強性の
両立についての数量的な評価も計画してい
たが、そこまでは至らなかった。 
 
４．研究成果 
(1)スーパーマーケット等にみられた効率性
と頑強性 
 スーパーマーケット等のように全国規模
で食品流通を行っている場合、効率性を担保
する仕組みとして注目される事項の一つが
物流センター整備である。 
 岩沼市や名取市には、みやぎ生協やコープ
東北産ネットや日本生協連関係の物流セン
ター等が立地していたが、それらの施設は津
波により大きな被害を受けた。これ以外にも
東日本大震災により物流センターが大きな
被害を受けた事例は多い。 
 被災して物流の要となる機能を失ったス
ーパーマーケット等は、平常時のような機能
を発揮できなかったのは言うまでもないが、
複数の物流センターないしは物流基地を持
っていた場合には、他の物流センター等の機
能を使って、緊急時でも可能な限りの食料供
給に努めた。 
 リスクへの対応ということで最も基本的
な対応は、分散化するということであるが、
スーパーマーケット等の事例でも、物流セン
ターが分散化することで緊急時でもある程
度の食料供給を続けられた事例は多く、リス
ク対応ということでの頑強性をもたらす基
本となっていることは確認できた。 
また、立地という点では、沿岸部ではなく



内陸部へ物流施設を移動あるいは新設する
例も見られた。 
 更に、物流センターは平常時には道路網な
どの配置を考慮し、物流の効率性を重視する
形で配送の範囲が決められているが、緊急時
にはその範囲を超えて、物資の輸送に当たる
ことで、食料供給の機能を維持できた面が大
きい。ネットワークとしての物流システムが
個々の物流センターの持つ脆弱性をカバー
し、ネットワークとしては頑強性を持つこと
につながっているものと考えられる。（参考
文献⑦⑧） 
 なお、分散化は食品工場の立地等でも頑強
性という視点からはやはり基本的に重要で
あると言える。（参考文献②） 
 
(2)個人商店等に見られる効率性と頑強性 
 平常時には個人商店はスーパーマーケッ
ト等の効率的な流通業の陰に隠れているが、
震災直後に仙台市内などの市街地では、個人
商店が意外なほどに食料供給の機能を果た
したことが報告されている。(参考文献①) 
個人商店は頑強性という点では評価でき
る。個人商店の頑強性は、基本的には経営者
の地域社会への責任感と、日頃からの商取引
でつながりのある業者に支えられたもので
あるところに限界があることが明らかにな
った。善意に支えられた仕組みではあるが、
それがゆえに大きな広がりを持つのは難し
いシステムであると言えよう。 
 特に、個人商店が日常的な取引等で付き合
いがある範囲には、食材生産を行う農家の側
もごく普通の経営規模の農家が多く、調達で
きる規模にも制約があることは重視しなけ
ればならない。 
 その点で注目されるのは、農業生産の側で
農業法人経営等の大規模な生産者が出てき
ていることである。個人商店と農家の間で、
日常の取引関係から形成された頑強性のあ
る仕組みは、量的には限られた影響力しか持
ちえないが、地域社会の中ではこれからも一
定の役割は果たしていくであろうが、そこに
見られた農と商の連携の論理はもっと違っ
た形で展開していくと考えられる。 
 
(3)大規模農業経営と頑強性のあるシステム 
 事前には予想していなかったが調査をし
ている中で重要な論点として見えてきたこ
との一つとして、農業法人経営などの大規模
農業経営が果たした役割が挙げられる。（参
考文献⑤） 
 農業法人などの大規模な農業経営では、ま
ず生産量が標準的な農家・農業経営とは桁違
いに大きく、取引先も大手の量販店や外食チ
ェーンなどに広がっている。このため、生産
者と流通業者あるいは外食企業と連携する
ことで大きな動きを作りだすことが可能に
なる。また、高付加価値化のために、食材を
加工して、加工食品や総菜として提供できる
施設を保有しているし、そこでは一定の食材

の貯蔵施設も持っている場合も多い。このた
めに、大規模な農業経営を営む農業法人など
では、異常事態の発生直後から、その後の過
程も含めて、被災地に食事を提供することが
できた。つまり、これらの農業法人はフード
システムの中で頑強に機能しうる可能性を
持っている。ただし、大規模な農業法人経営
の場合には、経営のために多くの投資をして
いる場合が多く、負債などの面で財務的には
厳しい経営もあると予想される点には注意
が必要である。 
 
(4)フードシステムの各段階にある在庫の意
味の再検討の必要性 
 平常時のフードシステムでは効率性の向
上のために、無駄を省くことが重視されてき
たために、在庫は極力減らすことが望ましい
と考えられてきた。 
 しかし、異常時に直面した時にその事態に
対応する上では、在庫が果たした役割は大き
かった。農業法人経営が食事の供給に大きな
役割を果たした上記の事例もその一例であ
る。 
 もう一つ、注目されたのは食材生産の段階
での飼料米の在庫であった。近年、自給率の
低下や米消費の減少などを背景として、畜産
において飼料米の利用が増えている。飼料米
については、国内産の飼料であることで安
全・安心に貢献するなどのメリットもあると
言われているが、畜産業の生産の継続という
面で国産かつ地元産の飼料を使うというこ
とには事業継続計画という視点からも重要
な意味があることが分かった。畜種や事情が
異なるので単純な比較はできないが、東日本
大震災の直後に生産を一時的に断念せざる
をなかった畜産経営がある中で、飼料米を給
与していて、飼料米の在庫があり、しかも仮
に飼料米の在庫がなくなったとしても、地域
内にある米を集めて飼料として給与できる
という見通しを持てた養豚経営は安心して
良質の豚肉の生産を継続できた。地域内で調
達可能な資源を利用するという形で一般化
できるであろうが、効率性と頑強性の両立を
考えた場合には、在庫を無駄としてではなく、
まさにバッファとして位置付けていくこと
も必要であると言える。(参考文献②④) 
 
(5)その他の論点 
 震災直後のように、きわめて混乱した状況
では、やはり政府や地方自治体の役割が重要
である。（参考文献③⑥） 
 政府や自治体と、企業等が連携することで、
異常事態の発生の直後の対応から始まり、そ
の後の復旧復興の一連の時間経過の中で、フ
ードシステムが機能を発揮していくことが
できるものと考えられる。 
 
 なお、研究成果の発表が遅れていることは
私自身反省している点であり、論文作成等の
作業は今後とも継続して参ります。 
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